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n ）基本的視点　（2  ）「改革」「変革」 こ変動」と ‾変革主体．

























(L)第1 段階( 昭和20 年代)(2) 第2 段階( 昭和30 年代)
(3)第3 段階( 昭和40 年代)(4) 第4 段階( 昭和50 年代)




(1) 行政需要の増大　(2) 職員数の増加　(3) 職務能力の高度化
(4) 予算配分の公平化
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け)三鷹市(2) 甲府市(3) 唐津市(4) 高山市(5) 旭川市(6) 日立市
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(1)変革の時期(2) 政治状況(3) 変革の動機(4) 変革の対象
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（o ）マーチ＝サイモ ン（March,  J.G.   ＆Simon,  H. A. ) は、ネオ・ウX  ―バー・モデルと
いわれる に意思決定モデル」を提起した。彼らは、人間をT 意思決定者」［問題解決者］
とみなし、メンバーは自らの意思によって決定を下し、それに基づいて行動 を行う主体的
存在であると考えた。こ の命題 は、官僚制が権威と権力による支配を前提にし、命令服 従
の関係が各ヒエラルヒ ー・レベ ルで決定されているということを否定す る。むしろ服従者
こそが意思決定者であり、その命令受容者の知識、経験、状況、理解、解釈などに規定 さ
れて いると主張する。こ二では、人間は「合理的意思決定主体者 」として存在し、集団に
おける自己表出を通して決定過程 に参加しているとみなさ れている。組織変革論にお いて、
組織 における選択 がF 常 に一定の組織的社 会的環境の下で」「主観的な状況定義によって」
に満足原理 に基づいて」行われるという指摘は極めて重要である。
(6 ）パーソンズ（Parsons,  T.）は、単一支配的な官僚制概念に対し、複合的組織 を強
調、プロフェッ ショナリズムと いう 職業的専門性に基づく権限と専門的技 術的優越性 に基
づ＜権限とを区別レ メンバーは特定のプロフェッシェナルな専門的知識や価値に基づい
て権限を行使していると分析する。そして専門職の平等主義的な「合議団体（collegia ↓association)
   iが、官僚制原理とは異なっ た対抗的原理 を構成して いると考えた。
彼らはいずれも、官 僚制の世界的現在を問い、官僚主義の蔓延した恐るべき退廃と停滞
からの脱却のあり かたについて、さ まざまに試論試行してきた。そしてなお、われわれが
直面している状況も、 戸ど のよう にして、ウェーバーのいう『偉大なる指導者』に頼らず
に官僚制 をうまくつきくずすことができるか、どのように 『官 僚支配を否定する新しいシ





































































































































もない。戦後日本の地方自治の歩みは、19  4  5 －50 年の戦後民主化政策期、 工9 5 0
－5  9 年の旧中央集権主義への反動的復古期、 工960 －74 年の新中央集権化への高度


































































































































































































リピット（LipDitt,R. ）・ワトソン（Watoson, J.）・ウェストレー（Westiey, B. ）らの 了




きな影響を受け参考にしている（第n 部第2 章・第6 章など）。
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?n官僚制組織 ?2) 動態的組織 ?2) 開放型組織
(D 順綴能 ?
［ ピラミッド型細 織モデル］
－　〈 クロ ーズドシ ステム〉
－　〈部局単位〉
一 中央省庁系列の多元的多層的構造
一 指示 命令機能の一元 化-
 職能中心主IS （専門 分化）
－ 中央集権的統制
一 管理ra （ゼ ネラリ スト ）の亜視 ?
［ マトリックス型組織モデル］






















  部門中心主義( セクショナリズム）
一 中央志向（ 本庁主義）-




































































とりわけ19  6 0 年代の高度経済成長期には、ますます巨大ft- 肥大化り


























































































































C表 ＼'l]＼'＼r(淋 におロ ろ 人材 の ハイブ リッ ド交 流
?交流の内宮
田 自 治 休　 内　 父流 ?
・ 流動 的 活 勁 休制( 応 援 体 制)
他 部門 間 と の 協 働作 業
部口 内(,';i!間 ・ 課問 ・ll飛川 間) の 交 流
●プロ ジェ クト チ ー ム編 成
●-■/ ス クフA -, ス
●I「目 ■・.w(究 グノレー ブ( 庁 内 公 鈴)
(2)自 治 体 一間 一 交 流 ?
●自 治 休迎 介, 白 治 休 サ ミッ ト( 広 域 行 政圏 化, 川辺 市 町 村の
合併 な ど)
●dili妹 祁 市のm 携 ・連 鵬(
都rti・ 農村 間. 国際 間 ―水 ・ 観光 ・ 保 養地 ・ 特産 品 な ど)
●巾 央 一 -・地方 ＼同 系の 見直 し( 地 方政 府3-a..)
●職 員同 士 の横 の つ な が り
自 治 休■T会 ・I'l I-政 策研 究 グル ープ の 交 流， まら づ くり フJ>
 － ラ ムな ど
各部 局 の 全国 批 当 者 会 議, 数 市共 同 に よ る人 耶 派遣 など
(3)自 治 体 一外 ―交 流 ?
●企 貨 との 交if<H民 川 委 託，民 活岬 人 ，派遣 研Hi ， テ クノ ボリ
ス構 想 な ど)
●巾民 と の交 流( 市 民 参加,   巾 民 会58, 政 策提 案 型迎 動 な ど)
●国 際 交 流( 中 火 を媒 介 せず ， ダ イレ クト に 外岡 と の交 流)
●学 校・人字・研 究 機関 との 交 流( 人 学・院， 叫 究Ill 訓 練 所，
研修 所 な ど)
・ 叫i% 制 雌( 加 外 派 遣,  昨f- な ど)
60
行政組織に対する住民の直接参加形態としては（詳細は第Ⅲ部で検討する予定）、例え









































（2）西尾　勝 に組織理論と行政理論」辻　清明編集代表『行政の理論』行政学講座 二 東




いる　（Weber,M., Die 》Objektivitat《Sozialwissenshaftllcher und sozialpoUt トscher



















































斐閣選書、工973, p. UO ．
（15）秋元政三「市民参加の現在と問題状況」田中義政編著『市民参加と自治体公務』シリ











































について、7 環境要因からの影響重視」ばかりでなく、 二組織からの環境選択」（m 略論）
、あるいは ’その相互作用丿（組織間関係論）といった側面からも新しく分析されてきた。
とりわけ7 相互作用］が重視され、ブルーフ間コンフリクトや意思決定過程などのダイナ






































































（1）Barnard, c.　　I ・、The Functions of Executive, Cambridge; Harvard Univ . Press1938.
   （邦訳　山本・田杉・飯野『新訳・経営者の役割』ダイヤモンド社、1968）。
（2）西尾　勝、前掲論文、p. 184．
（3）赤岡　功「コンテインジェンシー理論に対する批判の検討」占部郁美編『組織のコン
ティンジェンシー理論』白桃書房、1979, p. 6 参照。
（4）岸田民樹、書評『組織科学』14-3, p. 59 ．
ぺ こ














『 組織社会学 』 ライブラリ社会学5 、サイエンス社、1988, p. 60 ．
（8）野中郁次郎 に組織のコンティンジェンシー理論一方法論と課題－」『組織科学』14-1、p.






（且）Perrow, C ,　,  Compieχ Organizations: A critical essay, Glenview, Illinois:
Scott, Foresman and Company, 1972. （佐藤慶幸監訳『現代組織論批判』早稲田大学出版










































えば、［表1  -3 ］の「行政組織のネットワーク化」のような図表ができる。
C表1-3]行政細織のネットワーク化
川m 内 ネット ワ ー ク ?
垂 直的 ネ ット ワ ー ク(官 僚制 組 織， ヒエ ラ ルt ー ・ピ ラ ミッド
構造 な ど)
水i ツ リ づ ト・ノー クmm 的 絹 織 ， 直助 的 活 顛 休糾 ， ブ リ ジ ェ
ク ト チー ムな ど)
(2聞 織 卜 、ツト ツー ク ?
垂 直 的 ネ ット ワ ー ク( 審 議 会絹m,  詰問 機 関, 調 査会 ， 上 級 亡
庁直 結な ど)
水平 的 ネッ ト ワ ー ク( 開 放的 組 織 、 民川 企業 ■ ill民 活川 の 導 入
な ど)
即 糾 雛問 ネット ワ ー ク ?
廟i'r的 ネッ ト フー グ( 広 域i 政isi, 巾町 村 介併 な ど)

















































































（5）吉原直樹 ’‾大阪市地域振興会 一転換期の実相－j　・T地域開発』日本地域開発セン ター、1988
 ・ 6, p／ア5．
（6） 二つした ト住民 の参加要求 」と に行政の開放施策］という2 つのベ クトルをむすぶも
の（協議機関）として、いろ いろなネットワークづくりが行 われている。例えば、医療
行政のネットワークづくリ（ 健康予防・治療 ・リハビリなど の一貫性 ）、 グリーン行政
のネットワークづくリ（緑地課 ・街路課 ・都市計画課などの連携プレ ー）、コミュニテ














































































媒 介3!  数
退 蔽 刀 内 部 持 性
フ ィードバ ッ ク










I コ ニ ン
1 
・ 葱思決定過哩
fa  1-31 咀徽の分析際岨

















































































































???H組咀変革 ?　 ②i}.^vr^　l ? ? ? ? -
??（組雄^一気団）　　　　(個人）
?t
③ 情 報変革 （① ＋② ＋④ ）
① 組 眼 変 革 ? 雲 意 活5;  藁 ? ③ 情 報
変 革 ? ④ 地 域 変 革
〈組織づ く り〉
・ 多元的 ・ 腹合的 ・民主 的
組織
・ 流動的活 動体 制
・ 分権化
゜ヨコ割型
●マ ト>l ッ ク ス組 織
・ 現 員参 加体 制




・ 多能性 の開 発 と評(SB
・ 能力 ・実証主 義
●専門 職性 の重 視
●少数梢 鋭主義
・ 職務 充 実と職 務拡 大
●研修 体制 の充 裏
・ 職員 参加 ?
●情 報 公開
げ情 報なくして参加な しj
・最 高見巴.決定過 程の 合理化
●ボトムア ソプ 方式 の再検討
●情 報政 策の 確立
●情 報通 信 ネ■7  ト ワー クッ
ステ ム
●コミュ ニ ケーシ ョン/レー
卜や 流 れの改 革
●ニ ュ ーノデ ィア政 策 ?
〈 まちづ くり〉
・ 地域経営主 体としての 自覚
●自主財 源の 確保
●ネット ワー クS 紙雄
●住民( 市S) 参加
・ 社 会全体 におけ る関 係的
ネy ト ワー クづ くり
●c 戦 略
・ 政財官 学の 協働 体制(
枚合体)
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（7）田中豊治「行政官 僚制における組織変革の過程分析」r 社会学評論 』34 －1、1983、pp.2
－27 を参照されたい。
(8) 占部都美編 了組織のコンテ インジェン シー理論』 白桃書房、1979、pp. 208-9 ．
（9）このような組織変革過程論の必要性については既に、［機能性におけ る過程の重要性
はラドクリフこブラ ウンによって注 目され。マ ートンは構造 と機能を統合するもの とし
て過程の重要性を暗示していた。 環境に対する戦略形成、意思決定、 パワー獲得、コ ン
フリクト解消、革新的リーダーシップなどの過程分析も台頭しつつあ リ（例えば、 テヤ
ンドラー、 バーンズエストーカー、ローレンス＝ローシュ、ベ チグリュ ー、マムフ オー
ドエベチグリュー）、コンテ インジェ ンシー理論に過程分析をとりくむこ とは今後の 課題
である。」と言われている 『野中郁次郎 こ統合的コンテ インジェ ンシー理論に向かってj
了組織科学i  12－2 ユ978 、p丿9.)
つ
（10) 野中都次郎、 前掲注（9）論 文、p.2O．
（n ）岡本康雄 『日立 と松下 』（上）中央公論社刊、1979,  p. 7参照。
に2) 野中郁次郎 う［1護野忠 男・小松陽一・奥村昭博 ・坂下昭宣『組織現象の理論と測定』
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r可 区町村にお;- ^ろ管理改 善の状




把握のための方法」（［表1  －5 ］）をみてみると、市区レベルの実施率は、①首長と住
民の懇談会（76.5 ％）、②住民相談室（68.0％）、③アンケート調査（60.5 ％）、④市町












































自 治 体 内 部 の 意 思 決 定'& 程
?1　ft画立5S段階 ?!　 政策 決定段 階 ?ll　 事業 実施 段階 ?V　 総 合秤価 段階
?〈利害調整機能〉・
特殊 利害 の 異議申 し立 て
・〈利益 代 表とし て 参加〉
・ 関係 住& ■地 元代 表）一
対 立抗 争 一 合 怠のブ ロ
セ ス ?
〈 最高意 思決定 機 能〉
●tn利 害の 全体的調 整
・ 優 先順 位・ 重要性 ・ 公益
性 ・公 共性 ・総 合性 の調
雙 ・判断 ・ 設定
●予 算決 定・ 法S 決 定 ?
ぐ行政 執 行過 程〉
・ 決定 蔡項 の 業務 処 理
●機 関交 渉・ 調停 捜 能 ?
〈管 理 運営 機能 〉
●チェ ッ ク・ア ンド ・バ ラ
ンス













・ 地元 有力 者→ 自治 会・町
内金 会長→ 議 員一 議会
●首長一 行政機 隋へ
●調査 活&  ( モ ニ ター馴，
市民 窟謡 調査， ア ンケ-
ト. 世論 調査 など） ?
●庁 議( 三 役会 議． 幹 部会iS.
政 策会議 な ど）
・ :さ問 櫨関(iS 問会1蔑）
●審議 機関 （ 酉議会 ）
例： 稔 合計画 審議 会
・ 議 会春眠( 各哩ー 査 委員
会） ?











〉住民運 動( 条 例・ 要綱の
刮定 ・改廃 碕求 な ど)b)
選 挙権 の 行使・リコ ール,
項願, 陳 情. 投 香手 紙. 電
話， 行政 相談 など
●公聴 会a)
一時的 ： 市政a 談 会首長
と市 政を 梧る 会b)
間旭 別： 市民 集会， 市 民
会議． 市 民委 員会， く利
益 代去 とし て参加 〉c)
継続的 ：r 協議 機関 」
く審議 委員 会の開 催)
例： 「地区 コミュ ニ ティ
づくり懇談 会:「地 域会議 」
●アセスメ ント( 環境 影響
評価) 委員会 ?
●市民委 員会． 市民 会iS,
各 種委 員会へ の参 加
例： 「 パルプ 公害 防 止協
定 案策定 」
「地域 構想 策定 委員 会」
「宅地 開 発要綱( 案) 」
〈住民 代 表とし て 参加〉
・ 地 域予 算編 成会議 ?
・ 住民が 事業 主 体 とし て地
元 団 体と 文渉， 住 民の同
惹 を とり つけ， 用地買 収
し，着工 ．
例： 「市 街地 再開 発組 合」
の結成
●公共施J3:の管 理運 営委 員
会
例： ボラ ンテ ィア団 体 ?
・ 住民 の 監査 臍求 制 慶( 住
民に よ る監?兄体%'＼)
・ 住S 訴S2*|)S( 法 務 行政 ）
●オ ンブ ズマ ン刮度{ 情 報
公開.  監察委 員， 護民官


























































































































（7) 東京都都民生活局『都民参加の都政システムJ pp.47-48 参照。
（8 ）中野区企画部企画課『都市を拓く一中野まちづくり白書一』1982、p.201 以下。
（9 ）高木鉦作「地方議会と住民参加」自治大学校研究部編集『住民参加と行政』第一法
規、p.57．
（10）蓮見音彦「地方自治体の構造と機能」蓮見音彦・奥田道大編『地域社会論一住民生
活と住民組織－』有斐間、1980、pp.l32-135 ．
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